【様式１】モデル地域創生プラン提案書

	タイトル
	

	0-1.提案団体
	市区町村名を記入

· 連携提案の場合は、代表となる市区町村に◎印を記入。
· ・・・市

・・・市

・・・市　　　　　　　　　　　　　　
	人口：　　　人

· 連携提案の場合は↑に合計人口を記入するとともに、↓に各市の人口を記入。
・・・人

・・・人

・・・人

	0-2.担当者名及び連絡先
	※連携提案の場合は、代表となる市区町村の担当者を記入。
担当者の所属

担当者の役職・氏名
TEL/ FAX/ E-mail

	0-3.調査・検討実施団体の希望
	公募要領２.（３）に示す調査・検討実施団体について、希望するケースを選択してください。
	ケースＡ　　・　　ケースＢ
（いずれかを○で囲んでください。）

	0-4.地域固有団体の推薦
	（0-3.でケースＡを選択した場合）地域固有団体について以下の内容を記入。
団体名

所在地
担当者名（所属・役職）

TEL/ FAX /E-mail

	
	【推薦理由】
例：△△は、地域に密接した□□分野が専門で、○○市の□□分野に関連する多数の業務受託実績がある。○○市の将来像は、□□分野に強い街であり、当該将来像を実現する当該プラン策定の作業を唯一担うことができる団体であるため。

	1．全体構想

	1-1．地域の目指す将来像・目標

	地域の規模、自然的・社会的状況等を踏まえた地域の目指す方向性、将来像やその考え方、取組姿勢などを、低炭素政策のみならず、エネルギー購入費の流出抑制を始めとする地域経済循環、資源循環、自然共生、地域活性化、福祉、定住促進等の幅広い観点から記述する。目標設定についても、可能な限り定量的に記述する。　

	1-2．低炭素まちづくりに関する現状分析

	地域のエネルギー使用状況や地域の温室効果ガスの排出実態に関する分析（全体の排出量、部門別の排出量、その推移）について記述し、更にその特徴について簡潔に記述する。

また、これまでに温室効果ガスの削減や循環、自然共生に向けた取組を行っている場合には、その取組内容と効果を踏まえ、今回の提案がその取組のどこを活かし、地域の課題にどう対応していくのか明らかにすること。

なお、本提案書内で以後使用する排出係数については、何年度のものを使用するのか明記すること。

※排出実態の推計については、環境省「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）支援サイト（http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/tools_3.html）」において公開している、全市区町村の部門別CO2排出量の簡易推計を使用することも可。その場合、その旨を明記すること。


	1-3．関係する既存の行政計画

	総合計画、低炭素、循環、自然共生、その地（地域活性化、文化、コミュニティー等）本提案に関連する既存の行政計画の名称・策定時期（期間）及び計画の柱立てについて以下に記述する。

	【総合計画】
	計画の名称及び策定時期（期間）
	計画の柱立て

	
	
	

	【低炭素】
	計画の名称及び策定時期（期間）
	計画の柱立て・重点プロジェクト等

	
	
	

	
	
	

	【循環】
	計画の名称及び策定時期（期間）
	計画の柱立て・重点プロジェクト等

	
	
	

	
	
	

	【自然共生】
	計画の名称及び策定時期（期間）
	計画の柱立て・重点プロジェクト等

	
	
	

	
	
	

	【その他】
	計画の名称及び策定時期（期間）
	計画の柱立て・重点プロジェクト等

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※記入する計画に合わせて、適宜枠の追加・削除を行ってください。
※必ず改ページ

	2．取組内容

	

	【ア】（例）未利用間伐材の利用促進（※取組が複数ある場合にはページを適宜追加すること。）

	2-1．取組方針

	【例】○○市においては、冬季の暖房使用により全国と比較して民生部門の排出割合が高く、民生部門の大幅な二酸化炭素の削減が必要である。
このため、公共施設の中で最も多く化石燃料を消費している市内の複合施設において、森林バイオマスエネルギー熱供給設備を導入することにより、排出される二酸化炭素の削減を検討する。また、公共施設や公営住宅等に、林地残材等の未利用資源等を原料とした地域熱供給システムの導入を目指し調査検討を行う。これらの事業実施により、森林生態系の健全な推進を通じ、自然共生にも寄与する。


	2-2．5年以内に具体化予定の取組に関する事項

	取組の主体・時期・内容
	効果及びその評価指標

	(a)○○○○の実施
【主体】

【時期】

【内容】


	※左記の取組によって生じ得る効果と考えられる評価指標について記述する。現時点ではその具体的な算出方法は定まっていなくてもよい。

	(b)□□□□の実施

【主体】

【時期】

【内容】


	

	(c)××××の実施

【主体】

【時期】

【内容】

	

	(d)△△△△の実施
【主体】

【時期】

【内容】

	

	(e)☆☆☆☆の実施
【主体】

【時期】

【内容】

	


※５年以内に具体化予定の取組数に応じて上記の枠を適宜追加・削除してください。

※５年以内に具体化する予定の取組については、その実施箇所を一覧できる地図を添付してください。

※必ず改ページ
	3．平成27年度中の取組内容

	プラン策定に必要な調査・検討内容
	調査対象・調査時期

	○○○○に関する調査（2-2.(b)関連）
※調査の目的・対象・範囲等を明確にした上で、事業費の必要額が判断できるように具体的な実施内容を記入すること。

	○月頃～○月頃

	
	

	
	

	4．3.のうち地域固有団体が担う業務　　※ケースＡを選択した場合のみ

	4-1.提案業務概要
	※具体的な業務概要を記入すること。ただし、ここに記入する業務概要は選定により確定するものではなく、選定後に環境省及びとりまとめ団体が協議の上、決定する。
【例】

（１）プラン策定業務（素案作成及び関係者との連絡調整など）
（２）　事業調査（ポテンシャル調査の実施など）

（３）　地域の合意形成（地域協議会を設置し年○回開催など）



	4-2.提案業務経費


	○○円（税込）

※上記の地域固有団体の提案業務に係る概算経費を記入すること。また、概算経費の内訳は、別紙１の様式により作成すること。この概算経費は選定により確定するものではない。

	5．取組体制等

	行政機関内の連携体制
	※文章及び図を用いて説明すること。


	地域住民・民間団体等との連携体制・ノウハウの活用等
	※文章及び図を用いて説明すること。



· 必要に応じて適宜、行や欄の追加、注記・例示の削除を行って構いませんが、本様式は10枚程度で作成してください。また、様式に入力する文字は10.5ポイント以上としてください。
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